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１．平成19年３月期の業績（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

(1）経営成績 （％表示は対前期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％

19年３月期 490,727 △7.0 238,853 △20.8 239,825 △14.7 139,714 △17.7

18年３月期 527,678 6.3 301,609 24.8 281,239 16.4 169,708 14.3

１株当たり
当期純利益

潜在株式調整後
１株当たり当期純利益

自己資本
当期純利益率

総資産
経常利益率

売上高
営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

19年３月期 8,889 91 8,692 45 12.3 19.8 48.7

18年３月期 12,767 50 11,907 46 23.1 34.0 57.2

（参考）持分法投資損益 19年３月期 －百万円 18年３月期 －百万円

(2）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

千円 千円 ％ 円 銭

19年３月期 1,231,350 1,181,143 95.8 73,736 54

18年３月期 1,185,303 1,084,170 91.5 69,055 45

（参考）自己資本 19年３月期 1,179百万円 18年３月期 1,084百万円

(3）キャッシュ・フローの状況

営業活動による
キャッシュ・フロー

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期末残高

千円 千円 千円 千円

19年３月期 △100,668 △18,907 △43,654 975,581

18年３月期 227,963 9,704 507,152 1,138,811

２．配当の状況

１株当たり配当金 配当金総額
(年間)

配当性向
純資産
配当率（基準日） 中間期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 千円 ％ ％

18年３月期 － 3,000 00 3,000 00 47,100 23.5 4.3

19年３月期 － 1,500 00 1,500 00 24,000 16.9 2.0

20年３月期（予想）  － 1,500 00 1,500 00 － 16.9 －

３．平成20年３月期の業績予想（平成19年４月１日～平成20年３月31日）

（％表示は、通期は対前期、中間期は対前年中間期増減率）

営業収益 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 千円 ％ 円 銭

中間期 200,000 △16.0 80,000 △30.5 80,000 △30.8 47,000 △29.5 2,937 50

通期 510,000 3.9 240,000 0.5 240,000 0.1 142,000 1.6 8,875 00

－ 1 －



４．その他

(1）重要な会計方針の変更

①　会計基準等の改正に伴う変更　  有

②　①以外の変更　　　　　　　　  無

（注）詳細は、17ページ「会計処理方法の変更」をご覧ください。

(2）発行済株式数（普通株式）

①　期末発行済株式数（自己株式を含む） 19年３月期 16,000株 18年３月期 15,700株

②　期末自己株式数 19年３月期 －株 18年３月期 －株

（注）１株当たり当期純利益の算定の基礎となる株式数については、23ページ「１株当たり情報」をご覧ください。

※　業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含ん

でおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関

する事項は４ページ「１．経営成績(3)次期（平成20年３月期）の見通し」を参照して下さい。

ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ･ﾌｧｲﾅﾝｼｬﾙ･ｱﾄﾞﾊﾞｲｻﾞﾘｰ㈱（証券コード：8783） 平成 19 年３月期決算短信（非連結）

－ 2 －



１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

    当事業年度における営業収益は490,727千円（前期比7.0％減）、営業費用は251,874千円（同11.4％増）となり

ました。営業収益の減少は、大型案件の期ずれ、期末案件を取り込めなかったこと及び期初に予定していた人員計

画の未達等が主な要因であります。

　この結果、営業利益は238,853千円（同20.8％減）、経常利益は239,825千円（同14.7％減）となり、当期純利益

は139,714千円（同17.7％減）となりました。

 

(2）財政状態に関する分析

 　   ①資産・負債・資本の状況

    （流動資産）

   　       当事業年度末における流動資産の残高は983,085千円となり、前事業年度末比167,301千円の減少となりまし

　　　　　た。流動資産の大半を占めているのは現金及び預金であり、当事業年度末における残高は975,581千円と、同

　　　　　163,230千円の減少となりました。これは主に匿名組合出資の実行によるものであります。

 

        （固定資産）

            当事業年度末における固定資産の残高は248,265千円となり、前事業年度末比213,348千円の増加となりまし

た。固定資産の大半を占める投資その他の資産の残高は240,182千円と、同207,295千円の増加となりました。

その主な要因は匿名組合出資の実行に伴う投資有価証券の増加（5,000千円から203,295千円へ198,295千円増）

であります。

 

 　　　 （流動負債）

            当事業年度末における流動負債の残高は50,206千円となり、前事業年度末比50,926千円の減少となりまし

　　　　　た。その主な要因は未払法人税等の減少（78,985千円から35,702千円へ43,283千円減）であります。

 

 　　　 （純資産）

  　　　    当事業年度末における純資産の残高は、ストックオプションの行使及び当期純利益の計上等に伴い

　　　　　1,181,143千円となり、前事業年度末の資本の部と比べ96,973千円の増加となりました。

 

 　   ②キャッシュ・フローの状況

 　　　　 当事業年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）の残高は975,581千円となり、前事業年度

末比163,230千円の減少となりました。これは、税引前当期純利益が237,062千円となった一方で、匿名組合出資

金の増加額が198,295千円、また法人税等の支払額が135,844千円となったこと、そして配当金の支払等に伴い財

務活動の結果使用した資金が43,654千円となったことによるものであります。

 

 　　 ③キャッシュ・フロー指標のトレンド

 　　　　 当社のキャッシュ・フロー指標のトレンドは以下のとおりであります。

平成15年３月期 平成16年３月期 平成17年３月期 平成18年３月期 平成19年３月期

自己資本比率（％） 81.7 63.5 82.3 91.5 95.8

時価ベースの自己資本比率

（％）
－ － － 1,102.0 259.9

キャッシュフロー対有利子負

債比率（％）
－ － － － －

インタレスト・カバレッジ・

レシオ（倍）
－ － － － －

（注）１．各指標の算式は以下のとおりであります。 

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

キャッシュフロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュフロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュフロー／利払い

２．株式時価総額は、期末株価終値×期末発行済株式総数により算出しております。
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(3）次期（平成20年３月期）の見通し

    当社はストラクチャード・ファイナンスの中でも特に不動産ファイナンスのアレンジャー業務を主軸とした金融

サービス会社として、顧客のためのアドバイザーとしての機能を果たしていく所存であり、既存顧客からの継続的

な案件の受託を主体としつつ、不動産デベロッパー及び不動産ファンド会社への営業アプローチやファイナンシャ

ルプランナー等の外部のビジネスパートナーとの協業等を通じ、顧客基盤の拡大に努めていく所存であります。

　また不動産を対象とした投融資業務を展開していくことでアレンジャー業務の拡大を図り、提供する金融サービ

スの向上を目指していく所存であります。

　平成20年３月期の業績予想につきましては、営業収益510,000千円（前期比3.9％増）、経常利益240,000千円（同

0.1％増）、当期純利益142,000千円（同1.6％増）を見込んでおります。また、配当金につきましては、期末配当金

としまして１株当たり1,500円を予定しております。

(4）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

  当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、事業基盤の強化と事業展開に必要な内部留保

の充実を考慮しつつ、利益の成長に応じた利益還元を行うことを基本方針としております。

　配当につきましては、財務状況及び業績等を総合的に勘案しつつ株主資本配当率を参照指標として安定的に行っ

ていく方針でありますが、当期につきましては、当期予算の未達及び新規事業である不動産に対する投融資事業を

推進すること等に鑑み、１株当たり1,500円の期末配当を予定しております。今後も各期の業績及び中期的な業績の

見通しを踏まえ、総合的な見地から株主への利益還元策を検討していく所存であります。

　なお、会社法施行に伴い配当に関する回数制限が撤廃されましたが、当社は従来どおり中間期末及び期末日を基

準とする年２回の配当を変更する予定はありません。

 

(5）事業等のリスク

  当社の事業展開上のリスク要因となりうる事項及び投資者の判断に重要な影響を及ぼすと考えられる事項には、

以下のようなものがあります。なお、以下の記載事項のうち将来に関する事項は、本決算短信発表日現在において

当社が判断したものです。

 

    ①案件の受託について

 　　　 当社における案件の受託は、既存顧客及び既存顧客からの顧客紹介によるものが中心となっております。これ

は、当社業務は専門性の高い業務であり顧客からの信頼を前提に成り立つ業務であるという認識のもと、当社か

ら一方的に不特定多数の顧客候補先に営業活動を行うのではなく、まずは顧客から受託した案件を確実に仕上げ

ることで信頼を得、これを一度受託した顧客からの継続的な案件の受託ならびに既存顧客からの新たな顧客紹介

に繋げ、さらにマーケットにおける認知度及び信用力の向上と相俟って既存顧客からの紹介によらない新規顧客

の獲得へ繋げていくことが、当社の事業基盤拡充のためには重要であるとの判断に基づくものであります。

　一方で当社では営業基盤の一層の拡充を企図し、主として独立系の不動産ファンド会社等にターゲットを絞り

効率的な営業活動に努めております。

　今後当社としましては、既存顧客及び既存顧客からの顧客紹介による案件の受託をベースとしつつ、効率的な

営業活動を通じ案件の受託を進めていく所存ですが、これらの方法が機能しなくなった場合には、当社業績に影

響が及ぶ可能性があります。

 

    ②取引先について

　　　　当社のストラクチャリング業務における取引先（営業収益の計上先）はスポンサー又はＳＰＣ（特別目的会社）

になります。ＳＰＣは、ある特定の不動産の流動化・証券化という目的のために設立された会社であるため、当

社の取引先がＳＰＣである場合には、当社の営業収益の計上先は原則として案件毎に異なることとなります。第

５期の営業収益の15.2％を占める株式会社京橋プロジェクトはＳＰＣであり継続性がある取引先ではありませ

ん。

　また、当社は第５期においては株式会社西日本シティ銀行に対する営業収益の計上額が120,900千円で全体の

22.9％を占め、第６期においては株式会社アーバンコーポレイション及び東京都市開発株式会社に対する営業収

益の計上額が合計180,000千円で全体の36.7％を占めております。

　取引先との契約は、当社業務の性格上、個別案件毎の契約が基本となっており、当社が継続的に案件を受託す

ることが契約書上約束されている訳ではありません。従ってストラクチャリング業務においては継続的に新規案

件の獲得に努める必要があり、その動向によっては当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

　なお、当社の代表取締役である佐藤明彦は、平成17年６月より株式会社アーバン・アセットマネジメントの社

外取締役を兼務しております。
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 　 ③営業収益の構成について

　　　　当社の第５期及び第６期の各期における営業収益の構成は下表のとおりであり、ストラクチャリング業務の構

成割合が高くなっております。

　　　　これは、当社の事業特性上、ストラクチャリング業務の１案件から計上される営業収益がアドバイザリー業務

やその他営業収益の１案件から計上される営業収益よりも相対的に大きいためであります。従って、ストラクチャ

リング業務収益の多寡により当社の業績が大きく変動する可能性があります。

営業収益の内訳

第５期

（自　平成17年４月１日

   至　平成18年３月31日)

第６期

（自　平成18年４月１日

   至　平成19年３月31日)

 ストラクチャリング業務収益（千円） 474,335 440,396

 アドバイザリー業務収益（千円） 38,219 27,836

 その他営業収益（千円） 15,124 22,494

 合計（千円） 527,678 490,727

 

 　 ④営業成績の変動について

　　　　当社のストラクチャリング業務は、企業（法人）による不動産の売買、開発等に関するものが主体であり、か

かる取引は企業の決算対応との関連性が強くなっていることから、当社の収益計上時期は企業の決算時期により

変動する可能性があります。

　また、当該業務は顧客を含め関係者の多い取引に係る業務であるため、クロージング時期の異動に伴い当社の

報酬の受領時期も異動することとなります。そのため、クロージングの時期が当初の予定と一致しない場合には、

結果として一定期間毎に区切ってみた場合の当社の経営成績に、期間毎の変動が生じる可能性があります。

 

　　⑤競合について

　　　　当社は特定の企業グループに属さない中立的な不動産流動化・証券化のアレンジャー業務を行う会社としての

存在意義と競争力を有しているものと認識しております。

　しかしながら、同種の業務は大手銀行や証券会社のストラクチャード・ファイナンス部門、また金融又は不動

産をバックボーンとした独立系会社も行っていること、今後は新規参入者も想定されることから、案件受託の獲

得競争が激化した場合には当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

 

　　⑥金融技術の陳腐化について

　　　　当社は常に先端的な金融技術を保持し続ける努力を継続しておりますが、法務・会計・税務などの分野を抱含

する金融技術は日々発展していることから、当社がかかる金融技術の発展に遅れをとった場合には、当社の金融

技術は陳腐化して競争力を失う可能性があり、その結果、当社の業績に影響が及ぶ可能性があります。

 

　　⑦業歴が浅いことについて

　　　　当社は平成14年１月８日に設立されましたが、事業の開始は平成14年６月１日からであり、実質的な業歴は５

年弱と浅く、期間業績の比較を行うための十分な実績数値が得られません。今後の当社の業績を見通すにおきま

しても、営業収益、利益率等過年度の実績数値だけでは判断材料として不十分な面があります。

 

　　⑧小規模組織であることについて

　　　　当社は平成19年３月31日現在、取締役４名、監査役２名、従業員６名の小規模組織であり、内部管理体制につ

いても組織の規模に応じたものとなっております。当社は今後、業容の拡大に応じて人員の採用を行うとともに、

社内管理体制の見直しを図っていく方針でありますが、適時・適切に体制構築が進まなかった場合には、当社の

事業展開に影響を及ぼす可能性があります。また、現状の人的資源に限りがある中、一人一人の役職員の能力に

依存している面があり、役職員に何らかの業務遂行上の支障が生じた場合、あるいは役職員が社外へ流出した場

合には、当社業務に支障を来たす虞があります。

 

　　⑨匿名組合出資について

　　　　当社の行う匿名組合出資には、いわゆる不動産投資を意図したものではなく不動産流動化スキームを維持して

いく上で必要な仕組みの一部としての匿名組合出資があります。当該匿名組合出資は不動産流動化スキーム期間

トータルで見れば当社の損益への影響は原則としてありませんが、当社の期間損益に一定の影響を及ぼすもので

あります。
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　　⑩代表取締役への依存について

　　　　当社の代表取締役である佐藤明彦は当社の創業者であり、当社の経営方針や事業戦略の立案ならびに決定、及

び事業の推進において重要な役割を果たすとともに、同氏の事業に係る経験、知識及び業界での人脈が当社経営

に影響を及ぼしております。

　当社は事業の拡大とともに、同氏に過度に依存しない体制の構築を進めておりますが、何らかの事情により同

氏の業務執行が困難となった場合には、その後の当社の業績及び事業展開に影響を及ぼす可能性があります。

 

　　⑪ストックオプションについて

　　　　当社は、当社の取締役及び従業員に対し、当社業績の向上に対する意欲や士気を高めることを目的として旧商

法第280条ノ20及び第280条ノ21ならびに会社法第236条、第238条及び第239条に基づき新株予約権（ストックオプ

ション）を付与しております。平成19年３月31日現在、新株予約権による潜在株式は115株であり、発行済株式総

数16,000株の0.7％に相当しております。

　当社は今後も役職員の士気を高め、また優秀な人材を獲得するためのインセンティブプランとして、新株予約

権を付与する可能性があり、新株予約権を付与した場合には当該新株予約権を費用計上する必要があるほか、将

来的にこれらの新株予約権が行使されれば、当社の１株当たりの株式価値が希薄化し株価形成に影響を及ぼす可

能性があります。

 

　　⑫法的規制について

　　　　当社業務は何らか特定の法律の直接的な規制を受ける業務ではありませんが、不動産流動化・証券化ビジネス

として広く捉えた場合、「証券取引法」「信託業法」「宅地建物取引業法」「不動産特定共同事業法」等の法律

が関係してくる場合があります。当社は、当社業務を取り巻く法的規制の状況と法的規制が当社業務に及ぼす影

響については常に注意を払い、必要に応じて顧問弁護士等の意見を徴する等、法の趣旨に即した業務遂行に努め

ております。今後、これらの法律が改廃された場合や新たに規制される場合、又は外部環境の変化等に伴う現行

法の解釈の変化が生じた場合には、当社業務が影響を受ける可能性があります。

 

　　⑬不動産市況について

　　　　当社は主に不動産を対象資産とした流動化・証券化に係るアレンジャー業務を主たる業務とし、また今後は不

動産を対象とする投融資業務の拡大を目指しております。そのため、不動産市況が著しく変動し不動産を対象資

産とした流動化・証券化案件の受託が減少した場合、また当社の投資対象である不動産の価格が下落した場合に

は、当社業績に影響が及ぶ可能性があります。

 

　　⑭金利の上昇について

　　　　当社が行う不動産投融資のスキームにおいて金融機関等からノンリコース・ローン借入を行っている場合があ

り、将来において金利水準が上昇した場合には、不動産投融資のパフォーマンスが低下し、当社業績に影響が及

ぶ可能性があります。

 

　　⑮税務・会計制度について

　　　　不動産流動化・証券化取引は、わが国では1990年代後半から本格的に始まった比較的新しい取引分野であり、

取引に係る税務・会計上の法規や基準等の制度が、細部に至るまで確立されておりません。当社は個別案件の取

り組みに際しては、取引に係る税務・会計上の処理及びスキームに及ぼす影響等について、税理士・公認会計士

等の専門家とともに慎重に検討・判断を行っております。今後、取引に係る税務・会計制度が新たに制定される

場合や現行法規等の解釈の変化が生じた場合には、当社業務が影響を受ける可能性があります。

 

２．企業集団の状況
 当社は、親会社、子会社、関連会社及びその他の関係会社を有しておりませんので該当事項はありません。
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

当社は、ストラクチャード・ファイナンスの分野に特化したアレンジャーとして、顧客にとって最適なファイナ

ンス手法を提案し実現させる金融サービス会社であり、次の３つを経営理念としております。

　①ファイナンスに関連する最高のサービスを提供し、業務を通じて社会に貢献する。

　②新たなビジネス領域を切り開き、顧客と共に成長する。

　③プロフェッショナルとして誇りと責任を持って業務を遂行する。

当社は、単に事業規模の拡大を目指すのではなく、常に顧客にとって最良（ベスト）の金融サービスを提供して

いくことで、顧客ならびに市場から評価され信頼される金融サービス会社として企業価値を高めていくことを目指

しております。

(2）目標とする経営指標

 　 当社は未だ業歴が浅く、今後一層の経営基盤の強化・安定化を進めていく必要があります。そのために当社は、

　着実な利益の成長と資本効率の向上を図る必要があると考えており、具体的には、①営業収益及び経常利益の絶対

　水準の増加及び②自己資本利益率の向上を目指すことを目標として参ります。

(3）中長期的な会社の経営戦略

 　 不動産流動化・証券化市場は、不動産の金融商品化、不動産投資ファンドによる資金流入、企業の減損会計対応、

あるいはオフバランス経営への取り組み等を背景に、今後も引き続き拡大が見込まれます。市場の拡大とともに、

新規事業者の参入が増加すると考えられるほか、スキーム組成面でも多様化が進むものと考えられます。

　当社といたしましては、コア業務である不動産流動化・証券化アレンジャー業務の業務基盤の一層の強化を図り

つつ、不動産を対象とする投融資業務などコア業務とシナジーが見込める新しい分野へと事業領域の拡大を進めて

いくことが重要であると認識しております。

(4）会社の対処すべき課題

　上記の戦略を達成していくために対処すべき課題とその対処方針は次のとおりであります。

①オリジネーション機能の強化

　コア業務を拡充するためには、個別の案件組成ニーズを発掘しアレンジャー業務を受託するオリジネーション

機能を強化する必要があります。このために、主に独立系の不動産ファンド会社等への営業活動を行うほか、ファ

イナンシャルプランナーやレンダー等との協業により顧客ネットワークの拡大に努めております。また、新たに

開始した不動産投融資業務をアレンジャー業務の案件獲得に活かして参ります。

　　　②エグゼキューション機能の強化

　　　　　より多数の案件を処理可能とするために、スキームを構築し実際に案件をクロージングさせるエグゼキューシ

　　　　ョン機能を強化する必要があります。このために、金融・不動産分野の業務経験者を中心に中途採用による増員

　　　　を図るとともに、業務プロセスや実際の案件実行を通じて取得したスキーム構築・ドキュメンテーション等の業

　　　　務ノウハウを共有化し、会社全体としてのエグゼキューション機能を強化して参ります。

　　　③事業領域の拡大

　　　今後、当社は不動産流動化・証券化アレンジャー業務をコア業務としつつ、（ⅰ）コア業務とシナジー効果が

見込める分野であること、（ⅱ）当社に何らか優位性があり、また当社の独自性を打ち出せる分野であること、

（ⅲ）顧客ニーズがある、あるいは顧客ニーズを創造できる分野であること、の３つを条件として、次のような

コア業務以外の分野に事業基盤を拡大していく所存であります。

Ⅰ．新たに開始した不動産を対象とした投融資業務に関しては、増員とともに体制整備を進めた上で、業務の拡

　　充を図って参ります。

Ⅱ．コーポレート・ファイナンスに関するアドバイザリー業務として、事業証券化等の手法によるファイナンス

　　案件や、個別案件から派生的に生じるＭ＆Ａ、事業再編・再生等の案件に取り組みます。

Ⅲ．不動産信託業務への参入の可能性を引き続き検討して参ります。

 （5）内部管理体制の整備・運用状況

　　　　当該事項につきましては、別途開示しておりますコーポレート・ガバナンスに関する報告書の「内部統制システ

　　　ムに関する基本的な考え方及びその整備状況」をご参照ください。
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４．財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１．現金及び預金   1,138,811   975,581   

２．営業未収金   3,407   1,583   

３．前払費用   1,692   2,725   

４．繰延税金資産   6,475   3,040   

５．その他   －   155   

流動資産合計   1,150,386 97.1  983,085 79.9 △167,301

Ⅱ　固定資産         

１．有形固定資産         

(1)建物  1,137   5,239    

減価償却累計額  267 870  567 4,672   

(2)工具器具備品  1,469   4,269    

減価償却累計額  725 743  1,200 3,069   

有形固定資産合計   1,614 0.1  7,741 0.6 6,127

２．無形固定資産         

(1)電話加入権   88   88   

(2)ソフトウェア   326   252   

無形固定資産合計   415 0.0  341 0.0 △74

３．投資その他の資産         

(1)投資有価証券   5,000   203,295   

(2)拠出金   10,000   10,000   

(3)繰延税金資産   4,877   4,517   

(4)差入保証金   13,509   24,260   

貸倒引当金   △500   △1,890   

投資その他の資産合計   32,887 2.8  240,182 19.5 207,295

固定資産合計   34,917 2.9  248,265 20.1 213,348

資産合計   1,185,303 100.0  1,231,350 100.0 46,047
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１．営業未払金   1,041   －   

２．未払金   8,872   5,395   

３．未払法人税等   78,985   35,702   

４．未払消費税等   3,320   3,419   

５．預り金   8,913   3,513   

６．前受金   －   2,175   

流動負債合計   101,133 8.5  50,206 4.1 △50,926

負債合計   101,133 8.5  50,206 4.1 △50,926

         

（資本の部）         

Ⅰ　資本金 ※  311,500 26.3  － － －

Ⅱ　資本剰余金         

１．資本準備金  346,300   －    

資本剰余金合計   346,300 29.2  － － －

Ⅲ　利益剰余金         

１．当期未処分利益  426,370   －    

利益剰余金合計   426,370 36.0  － － －

資本合計   1,084,170 91.5  － － －

負債・資本合計   1,185,303 100.0  － － －
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前事業年度

（平成18年３月31日）
当事業年度

（平成19年３月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１．資本金   － －  313,000 25.4 －

２．資本剰余金         

(1）資本準備金  －   347,800    

資本剰余金合計   － －  347,800 28.2 －

３．利益剰余金         

(1）その他利益剰余金         

繰越利益剰余金  －   518,984    

利益剰余金合計   － －  518,984 42.2 －

株主資本合計   － －  1,179,784 95.8 －

Ⅱ　新株予約権   － －  1,359 0.1 －

純資産合計   － －  1,181,143 95.9 －

負債純資産合計   － －  1,231,350 100.0 －
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減
（千円）

Ⅰ　営業収益         

１．業務収益  512,554   468,233    

２．その他営業収益  15,124 527,678 100.0 22,494 490,727 100.0 △36,950

Ⅱ　営業費用         

１．匿名組合出資損失  512   11,418    

２．販売費及び一般管理費         

(1)営業手数料  4,686   8,099    

(2)役員報酬  32,400   51,450    

(3)給料手当  68,585   64,029    

(4)賞与  23,795   15,800    

(5)法定福利費  10,630   12,636    

(6)減価償却費  381   1,546    

(7)貸倒引当金繰入額  －   1,390    

(8)地代家賃  15,363   23,209    

(9)支払手数料  38,884   36,520    

(10)外注費  13,005   －    

(11)その他  17,824   25,772    

　合計  225,556 226,069 42.8 240,455 251,874 51.3 25,805

営業利益   301,609 57.2  238,853 48.7 △62,755

Ⅲ　営業外収益         

１．受取利息  8   721    

２．受取配当金  125   250    

３．貸倒引当金戻入益  143   －    

４．雑収入  0 277 0.0 0 972 0.2 694

Ⅳ　営業外費用         

１．新株発行費  20,647 20,647 3.9 － － － △20,647

経常利益   281,239 53.3  239,825 48.9 △41,413

Ⅴ　特別利益         

１．債権譲渡益  2,500 2,500 0.5 － － － △2,500

Ⅵ　特別損失         

１．固定資産除却損  －   557    

２．本店移転費用  － －  2,206 2,763 0.6 2,763

税引前当期純利益   283,739 53.8  237,062 48.3 △46,677

法人税、住民税及び事
業税

 118,238   93,552    

法人税等調整額  △4,207 114,031 21.6 3,795 97,348 19.8 △16,683

当期純利益   169,708 32.2  139,714 28.5 △29,994

前期繰越利益   256,662   －   

当期未処分利益   426,370   －   
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(3）株主資本等変動計算書

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計
資本準備金 資本剰余金合計

その他利益剰余金

利益剰余金合計
繰越利益剰余金

平成18年３月31日　残高
（千円）

311,500 346,300 346,300 426,370 426,370 1,084,170

事業年度中の変動額

ストックオプション行使に
よる新株の発行

1,500 1,500 1,500   3,000

剰余金の配当（注）    △47,100 △47,100 △47,100

当期純利益    139,714 139,714 139,714

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額）

     －

事業年度中の変動額合計
（千円）

1,500 1,500 1,500 92,614 92,614 95,614

平成19年３月31日　残高
（千円）

313,000 347,800 347,800 518,984 518,984 1,179,784

新株予約権 純資産合計

平成18年３月31日　残高
（千円）

－ 1,084,170

事業年度中の変動額

ストックオプション行使
による新株の発行

 3,000

剰余金の配当（注）  △47,100

当期純利益  139,714

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

1,359 1,359

事業年度中の変動額合計
（千円）

1,359 96,973

平成19年３月31日　残高
（千円）

1,359 1,181,143

 （注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。
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(4）キャッシュ・フロー計算書

  
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッ
シュ・フロー

    

税引前当期純利益  283,739 237,062  

減価償却費  381 1,546  

ストックオプション費
用

 － 1,359  

固定資産除却損  － 557  

債権譲渡益  △2,500 －  

貸倒引当金の増減額
（△は減少額）

 △143 1,390  

受取利息及び受取配当
金

 △133 △971  

新株発行費  20,647 －  

営業債権の増減額
（△は増加額）

 2,464 1,824  

営業債務の増減額
（△は減少額）

 △6,296 △1,041  

未払金の増減額
（△は減少額）

 1,368 △3,922  

未払消費税等の増減額
（△は減少額）

 △20,145 99  

匿名組合出資金の増減
額（△は増加額）

 24,215 △198,295  

その他  △1,397 △5,402  

小計  302,201 34,204 △267,996

利息及び配当金の受取
額

 133 971  

法人税等の支払額  △74,371 △135,844  

営業活動によるキャッ
シュ・フロー

 227,963 △100,668 △328,631
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前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅱ　投資活動によるキャッ
シュ・フロー

    

有形固定資産の取得に
よる支出

 △874 △8,156  

無形固定資産の取得に
よる支出

 △370 －  

拠出金の回収による収
入

 3,143 －  

貸付金の回収による収
入

 7,500 －  

保証金の差入による支
出

 － △10,750  

保証金の返還による収
入

 304 －  

投資活動によるキャッ
シュ・フロー

 9,704 △18,907 △28,612

Ⅲ　財務活動によるキャッ
シュ・フロー

    

株式の発行による収入  507,152 3,000  

配当金の支払による支
出

 － △46,654  

財務活動によるキャッ
シュ・フロー

 507,152 △43,654 △550,807

Ⅳ　現金及び現金同等物に係
る換算差額

 － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増
減額（△は減少額）

 744,820 △163,230 △908,050

Ⅵ　現金及び現金同等物の期
首残高

 393,991 1,138,811 744,820

Ⅶ　現金及び現金同等物の期
末残高

※ 1,138,811 975,581 △163,230

     

(5）利益処分計算書

  
前事業年度

（株主総会承認日
平成18年６月28日）

区分
注記
番号

金額（千円）

Ⅰ　当期未処分利益   426,370

Ⅱ　利益処分額    

 １．配当金  47,100 47,100

Ⅲ　次期繰越利益   379,270
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１．有価証券の評価基準及び

評価方法

 

その他有価証券

時価のないもの

　移動平均法による原価法を採用してお

ります。

　ただし匿名組合出資金につきましては、

匿名組合への出資時に「投資有価証券」

を計上し、匿名組合が獲得した純損益の

持分相当額については、「営業収益」又

は「営業費用」に計上するとともに同額

を「投資有価証券」に加減し、営業者か

らの出資金の払い戻しについては「投資

有価証券」を減額させております。

その他有価証券

時価のないもの

同左

２．固定資産の減価償却の方

法

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　６～15年

工具器具備品　６～８年

　定率法

　なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。

建物　　　　　８～15年

工具器具備品　６～８年

(2)無形固定資産 

 　定額法

 　なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年以内）に基づいております。

(2)無形固定資産 

同左

 　

３．繰延資産の処理方法

 

新株発行費

　支出時に全額費用として処理しており

ます。 

（追加情報）

　当社の平成18年２月10日の公募増資に

よる新株発行（2,000株）は、引受証券

会社は引受価額で引受を行い、これを引

受価額と異なる発行価格で一般投資家に

販売する、いわゆる「スプレッド方式」

の売買引受契約によっております。　

　「スプレッド方式」では発行価格と引

受価額との差額が事実上の引受手数料と

なりますので、引受証券会社に対する引

受手数料の支払はありません。

　このため、引受証券会社に対して引受

手数料を支払う方式によった場合に比べ、

新株発行費の額と資本金及び資本剰余金

合計額はそれぞれ39,200千円少なく、経

常利益及び税引前当期純利益は同額多く

計上されております。

－
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項目
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

４．引当金の計上基準

 

貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率法、貸倒

懸念債権及び破産更生債権等については

財務内容評価法によって算出した額を計

上しております。

貸倒引当金

同左

５．リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

同左

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲

　手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。

同左

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　税抜方式によっております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

（固定資産の減損に係る会計基準）

 　当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

 （「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書

 」（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資

 産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用

 指針第６号　平成15年10月31日）を適用しております。こ

 れによる損益に与える影響はありません。

 

 

 －

　

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 －

 

－

 

 

 

 

 

 

 

 

 （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準）

 　当事業年度より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関

 する会計基準」（企業会計基準第５号　平成17年12月９日

 ）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準

 等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号　平成17年

 12月９日）を適用しております。

 　これまでの資本の部の合計に相当する金額は1,179,784

 千円であります。

   なお、当事業年度における貸借対照表の純資産の部につ

 いては、財務諸表等規則の改正に伴い、改正後の財務諸表

 等規則により作成しております。

 

 （ストック・オプション等に関する会計基準）

 当事業年度より、「ストック・オプション等に関する会

計基準」（企業会計基準第８号　平成17年12月27日）及び

「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第11号　平成18年５月31日）を適

用しております。

　これにより営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は、

それぞれ1,359千円減少しております。

注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

※授権株式数及び発行済株式総数 －

授権株式数 普通株式 50,000株

発行済株式総数 普通株式 15,700株
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（株主資本等変動計算書関係）

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

前事業年度末株式数
（株）

当事業年度増加株式
数（株）

当事業年度減少株式
数（株）

当事業年度末株式数
（株）

発行済株式

普通株式 15,700 300 － 16,000

合計 15,700 300 － 16,000

自己株式

普通株式 － － － －

合計 － － － －

 （注）発行済株式の普通株式の増加300株はストックオプションの行使によるものであります。

 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項

新株予約権の内訳

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
当事業年度
末残高
（千円）

前事業年度
末

当事業年度
増加

当事業年度
減少

当事業年度
末

 第４回ストックオプション － － － － － 1,359

合計 － － － － － 1,359

 

３．配当に関する事項

(1）配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配当
額（円）

基準日 効力発生日

平成18年６月28日

定時株主総会
普通株式 47,100 3,000 平成18年３月31日 平成18年６月29日

(2）基準日が当期に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌期となるもの

次のとおり決議を予定しております。

決議 株式の種類
配当金の総額
（千円）

配当の原資
１株当たり配当額
（円）

基準日 効力発生日

平成19年６月27日

定時株主総会決議
普通株式 24,000 利益剰余金 1,500 平成19年３月31日 平成19年６月28日
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（キャッシュ・フロー計算書関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

※現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係

（平成18年３月31日現在） （平成19年３月31日現在）

（千円） （千円）

現金及び預金勘定 1,138,811 

現金及び現金同等物 1,138,811 

現金及び預金勘定 975,581 

現金及び現金同等物 975,581 

（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

当社のリース物件は、事業内容に照らして重要性が乏し

く、契約一件当たりの金額が少額であるため、財務諸表

等規則第８条の６第６項の規定により、記載を省略して

おります。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１． リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

　　 額及び期末残高相当額

 

  取得価額

  相当額

  （千円）

　減価償却

　累計額相

　当額

　（千円）

　期末残高

　相当額

　（千円）

 工具器具

 備品
3,091 360 2,731

 合計 3,091 360 2,731

 

２．未経過リース料期末残高相当額

  １年内 578千円  

  １年超 2,176千円  

    合計 2,754千円  

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

 　　　 支払リース料　　　　　　　　400千円

　　　　減価償却費相当額　　　　　　360千円

　　　　支払利息相当額　　　　　　　 63千円

 

４．減価償却費相当額の算定方法

　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

　　法によっております。

 

５．利息相当額の算定方法

　　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額

　　を利息相当額とし、各期への配分方法については利息

　　法によっております。

 

　（減損損失について）

　　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

時価評価されていない主な有価証券の内容

 前事業年度（平成18年３月31日） 当事業年度（平成19年３月31日）

 貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円）

その他有価証券   

　匿名組合出資金 － 198,295

　非上場株式 5,000 5,000

（デリバティブ取引関係）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

（退職給付関係）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　当社は退職給付制度がないため、該当事項はありません。

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　当社は退職給付制度がないため、該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内容

第２回ストックオプション 第３回ストックオプション 第４回ストックオプション

付与対象者の区分及び数 取締役３名及び従業員３名 取締役２名及び従業員７名 従業員８名

ストックオプション数 普通株式　350株 普通株式　115株 普通株式　84株

付与日 平成16年４月30日 平成17年７月29日 平成18年７月21日

権利確定条件

 ①新株予約権の割当てを受

けた者（以下「対象者」と

いう。）は、新株予約権の

行使時において、当社の取

締役及び従業員でなければ

ならない。

②その他の行使の条件は、

当社と対象者との間で締結

する新株予約権割当契約の

定めるところによる。

 ①新株予約権の割当てを受

けた者（以下「対象者」と

いう。）は、新株予約権の

行使時において、当社の取

締役及び従業員でなければ

ならない。

②その他の行使の条件は、

当社と対象者との間で締結

する新株予約権割当契約の

定めるところによる。

 新株予約権の割当てを受け

た者は、権利行使時におい

ても、当会社又は当会社の

子会社もしくは関係会社（財

務諸表等の用語、様式及び

作成方法に関する規則第８

条第８項に定める「関係会

社」をいう。）の従業員ま

たは取締役であることを要

するものとする。

対象勤務期間
自　平成16年４月30日

至　平成18年４月30日

自　平成17年７月29日

至　平成19年７月29日

自　平成18年７月21日

至　平成21年７月21日

権利行使期間
 　自　平成18年５月１日

  至　平成24年５月８日

 　自　平成19年７月30日

　至　平成26年７月29日

 　自　平成21年７月22日

　至　平成23年７月21日

 （注）株式数に換算して記載しております。
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

　当事業年度において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプションの数については、

株式数に換算して記載しております。

①　ストック・オプションの数

第２回ストックオプション 第３回ストックオプション 第４回ストックオプション

権利確定前　　　　　　（株）    

前事業年度末 300 105 －

付与 － － 84

失効 － 50 24

権利確定 300 － －

未確定残 － 55 60

権利確定後　　　　　　（株）    

前事業年度末 － － －

権利確定 300 － －

権利行使 300 － －

失効 － － －

未行使残 － － －

②　単価情報

第２回ストックオプション 第３回ストックオプション 第４回ストックオプション

権利行使価格　　　　　　（円） 10,000 30,000 511,255

行使時平均株価　　　　　（円） 232,667 － －

公正な評価単価（付与日）（円） － － 97,614

 

２．ストック・オプションの公正な評価単価の見積方法

  当事業年度において付与された第４回ストックオプションについての公正な評価単価の見積方法は以下のと

おりであります。

①　使用した評価技法　　　　　ブラック・ショールズ式

②　主な基礎数値及び見積方法 

 第４回ストックオプション

 株価変動性（注）１ 　　　　　　　　　　　52.851％ 

 予想残存期間（注）２ 　　　　　　　　　　　　　４年 

 予想配当（注）３ 　　　　　　　　　　3,000円/株 

 無リスク利子率（注）４ 　　　　　　　　　　　1.1597％ 

 　　　　　　 （注）１．当社のヒストリカル・ボラティリティと類似会社のヒストリカル・ボラティリティを２年の

　　　　　　　　　　　　期間で加重平均して算定しております。

 　　　　　　　　　 ２．十分なデータの蓄積がなく、合理的な見積りが困難であるため、権利行使可能期間にわたって

平均的に行使されるものと仮定して見積もっております。

 　　　　　　　　　 ３．平成18年３月期の配当実績によっております。

                    ４．予想残存期間に対応する期間に対応する長期国債の利回りであります。
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３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法

  基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用し

ております。

４．財務諸表への影響額

  販売費及び一般管理費　　1,359千円

（税効果会計関係）

前事業年度
（平成18年３月31日）

当事業年度
（平成19年３月31日）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（千円） （千円）

繰延税金資産  

（流動資産）  

未払事業税否認 6,441

その他 34

繰延税金資産（流動）計 6,475

（固定資産）  

ソフトウェア 4,674

その他 203

繰延税金資産（固定）計 4,877

繰延税金資産  

（流動資産）  

未払事業税否認 2,907

その他 132

繰延税金資産（流動）計 3,040

（固定資産）  

ソフトウェア 3,616

その他 901

繰延税金資産（固定）計 4,517

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担　

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との間の差異が法定実効税率の100分の５以下であるた

め注記を省略しております。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担　

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳

同左

（持分法損益等）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

（関連当事者との取引）

前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

　重要性がないため記載を省略しております。

当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

　該当事項はありません。

  （企業結合等）

 　　　 前事業年度（自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日）

 　　　　 該当事項はありません。

 

 　　　 当事業年度（自　平成18年４月１日　至　平成19年３月31日）

 　　　　 該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

１株当たり純資産額 69,055円45銭

１株当たり当期純利益 12,767円50銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
 11,907円46銭

１株当たり純資産額      73,736円54銭

１株当たり当期純利益       8,889円91銭

潜在株式調整後１株当たり当期

純利益 
 8,692円45銭

　当社は、平成17年８月29日付で株式１株につき５株の株

式分割を行っております。

　なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合

の前事業年度における１株当たり情報については、以下の

とおりとなります。

１株当たり純資産額 29,743円27銭

１株当たり当期純利益 11,421円12銭

　（注）１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前事業年度

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

当事業年度
(自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日)

１株当たり当期純利益   

当期純利益（千円） 169,708 139,714

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益（千円） 169,708 139,714

期中平均株式数（株） 13,292 15,716

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

当期純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（株） 960 357

　（うち新株予約権に係る増加数） (960) (357)

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 

－ 

平成18年６月28日

定時株主総会決議

新株予約権60個（60株）

（重要な後発事象）

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

－ －
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５．その他
(1）役員の異動

①代表取締役の移動

 該当事項はありません。

 

 ②その他の役員の異動

 　　 ・新任取締役候補

 　　　 取締役　サポート機能／マネジメント機能担当　平野　公久

 

 ③就任予定日

 　　 平成19年６月27日開催予定の第６回定時株主総会にて就任予定であります。

 

(2) 生産、受注及び販売の状況

①生産実績

　当社は不動産流動化・証券化に係るアレンジャー業務を主体とする会社であり、生産活動を行っていないため、

該当事項はありません。

②受注状況

該当事項はありません。

③販売実績

　当社では、アレンジャー業務はストラクチャリング業務とアドバイザリー業務の一連の業務から成るものである

ため、セグメント区分を行っておりませんが、当事業年度の営業収益におけるストラクチャリング業務収益、アド

バイザリー業務収益及びその他営業収益の内訳を示すと、次のとおりであります。

営業収益の内訳
前事業年度

（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

前年同期比（％）

ストラクチャリング業務収益（千

円）
474,335 440,396 92.8

アドバイザリー業務収益（千円） 38,219 27,836 72.8

その他営業収益（千円） 15,124 22,494 148.7

合計（千円） 527,678 490,727 93.0

　（注）１．上記の金額には消費税等は含まれておりません。

２．最近２事業年度の主要な販売先及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。

相手先

前事業年度
（自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日）

当事業年度
（自　平成18年４月１日
至　平成19年３月31日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

㈱アーバンコーポレイション 30,000 5.7 100,000 20.4

東京都市開発㈱ 2,500 0.5 80,000 16.3

㈱西日本シティ銀行 120,900 22.9 － －

㈱京橋プロジェクト 80,000 15.2 － －
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